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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光伝送路を介して加入者側装置との間で光信号を送受する局側光送受信回路と、
　前記加入者側装置へ上り光信号用の供給光を供給する光源と、
　前記光源の発光が継続する時間と前記加入者側装置が上り信号光を継続して送信しうる
時間、
　前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射
点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間、及び
　前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射
点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間又は該供給光が最遠方の前記加入者側装置
に到達して上り光信号として戻ってくる往復伝搬時間と該供給光が最近傍の加入者側装置
に到達して上り光信号として戻ってくる往復伝搬時間との差の時間、
を加算した時間間隔以上で前記供給光を前記光源に出力させる局側制御回路と、
を備える局側装置。
【請求項２】
　光伝送路を介して局側装置との間で光信号を送受する際に、前記局側装置の光源が供給
する供給光を利用して上り光信号を前記局側装置へ送信する加入者側光送受信回路と、
　前記供給光を受けたとき前記加入者側光送受信回路に対して、前記伝送路の反射点で反
射された前記供給光が前記局側装置の局側光送受信回路に到達する以外の時間に、前記上
り光信号が前記局側光送受信回路に到達するように、前記供給光を遅延させる加入者側制
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御回路と、
を備える加入者側装置。
【請求項３】
　前記加入者側制御回路は、
　前記光源の発光が継続する時間、及び
　前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射
点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間又は最遠方の反射点での前記供給光の往復
伝搬時間と該供給光が最近傍の前記加入者側光送受信回路に到達して上り光信号として戻
ってくる往復伝搬時間との差の時間、
を加算した時間の後に上り光信号を送信させることを特徴とする請求項２に記載の加入者
側装置。
【請求項４】
　光伝送路に接続される請求項１に記載の局側装置と、
　前記局側装置に対向して光伝送路に接続される請求項２又は３に記載される加入者側装
置と、
を備える光通信システム。
【請求項５】
　光伝送路を介して局側装置と加入者側装置との間で光信号を送受する光通信システムの
光通信方法であって、
　前記局側装置が、前記加入射側装置へ上り光信号用の供給光を供給する際に、
　前記光源の発光が継続する時間と前記加入者側装置が上り信号光を継続して送信しうる
時間、
　前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射
点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間、及び
　前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射
点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間又は該供給光が最遠方の前記加入者側装置
に到達して上り光信号として戻ってくる往復伝搬時間と該供給光が最近傍の加入者側装置
に到達して上り光信号として戻ってくる往復伝搬時間との差の時間、
を加算した時間間隔以上で前記加入者側装置へ上り光信号用の供給光を供給することを特
徴とする光通信方法。
【請求項６】
　前記加入者側装置が前記上り光信号を送信する際に、前記伝送路の反射点で反射された
前記供給光が前記局側装置の局側光送受信回路に到達する以外の時間に、前記上り光信号
が前記局側光送受信回路に到達するように、前記上り光信号を送信することを特徴とする
請求項５に記載の光通信方法。
【請求項７】
　前記加入者側装置が前記上り光信号を送信する際に、
　前記光源の発光が継続する時間、及び
　前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射
点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間又は最遠方の反射点での前記供給光の往復
伝搬時間と該供給光が最近傍の前記加入者側光送受信回路に到達して上り光信号として戻
ってくる往復伝搬時間との差の時間、
を加算した時間の後に前記上り光信号を送信することを特徴とする請求項６に記載の光通
信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光アクセスネットワークの局側装置、加入者側装置、これらを含む光通信シ
ステム、及び光通信方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　インターネットやイントラネットの急成長を背景に，大容量通信の需要が高まっており
，高速光通信システムの普及が急ピッチで進んでいる中、経済的な高速の光アクセスネッ
トワークを実現するためのシステムとして、ＰＯＮ（Ｐａｓｓｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　
Ｎｅｔｗｏｒｋ）が知られている。また、ＰＯＮに用いる受動素子（光スプリッタ等）の
代わりに、光スイッチを備える光アクセスネットワークも多くの提案がなされている（例
えば、非特許文献２を参照）
高速アクセスネットワークで従来用いられている安価なＳｉＧｅ－ＢｉＣＭＯＳプロセス
を利用して強度変調－直接検波で時分割多重（ＴＤＭ：Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍ
ｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）技術を上述の光アクセスネットワークに適用することを想定す
ると、電子デバイスの制約に１０Ｇｂｉｔ／ｓが上限と考えられている。
【０００３】
　そこで、波長分割多重（ＷＤＭ：Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔ
ｉｐｌｅｘｉｎｇ）を適用すること更なる高速化／広帯域化を実現する提案もなされてい
る。しかし、ユーザ毎に異なる波長を用いるＷＤＭを適用すると、局側装置であるＯＬＴ
（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｌｉｎｅ　Ｔｅｒｍｉｎａｌ）には加入者側装置であるＯＮＵ（Ｏｐ
ｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｕｎｉｔ）の数に応じた光送受信機も必要となる。これら
は既存の加入者側装置ＯＮＵや局側装置ＯＬＴの更改を要し、コスト上昇という課題が発
生する。
【０００４】
　この課題に対しては、ＯＮＵ毎に異なる波長を用いる代わりに、ＯＮＵを複数のグルー
プにグルーピングし、グループ間でＷＤＭ、グループ内でＴＤＭを適用するＷＤＭ／ＴＤ
Ｍ－ＰＯＮ方式（例えば、非特許文献１を参照。）がある。これは、波長を複数のＯＮＵ
で共用することで、総帯域拡張に伴うコスト上昇を抑えている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】「総帯域拡張型ＷＤＭ／ＴＤＭ－ＰＯＮと動的波長帯域割当の一提案」
、吉野學、原一貴、中村浩崇、木村俊二、吉本直人、雲崎清美、２００９年電子情報通信
学会総合大会、通信講演論文集２、ｐ．４２６
【非特許文献２】「光パケットスイッチを適用したアクセスネットワークにおける効率的
なディスカバリ方法の提案」、上田裕巳、坪井利憲、河西宏之、社団法人　電子情報通信
学会、２００９年４月ＣＳ方式研究会電子情報通信学会技術研究報告Ｖｏｌ．１０９（４
）：ＣＳ２００９－１２，ｐｐ．６９－７４
【非特許文献３】“Ｉｍｐａｃｔ　ｏｆ　Ｂａｃｋ　ｒｅｆｌｅｃｔｉｏｎ　ｏｎ　Ｕｐ
ｓｔｒｅａｍ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ｉｎ　ＷＤＭ　Ｓｉｎｇｌｅ－Ｆｉｂｅｒ　
Ｌｏｏｐ　ｂａｃｋ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋｓ”Ｍ　Ｆｕｊｉｗａｒａ，　Ｊ　
Ｋａｎｉ，　Ｈ　Ｓｕｚｕｋｉ，　Ｋ　Ｉｗａｔｓｕｋｉ、ＪＯＵＲＮＡＬ　ＯＦ　ＬＩ
ＧＨＴＷＡＶＥ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ，　ＶＯＬ．２４，　ＮＯ．２，　ＦＥＢＲＵＡ
ＲＹ　２００６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、ＷＤＭを適用するためには、ＯＮＵが上り光信号に使用する波長が所定の波
長の範囲に収まっている必要がある。上り光信号の波長を所定の範囲に収める手段として
以下の３つが知られている。
（１）Ｄｅｎｓｅ　ＷＤＭの代わりにＣｏｒｓｅ　ＷＤＭを適用するのと同様に各波長の
間隔が十分に広いＷＤＭとして収めるべき所定の波長の範囲自体を拡大する手段
（２）ＯＬＴでＯＮＵの送信する波長を監視し、フィードバック制御を行う手段
（３）ＯＬＴから供給される波長が制御された光を上り光信号に利用する手段
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【０００７】
　しかし、上述の（１）及び（２）の手段は、ＯＮＵが使用する波長を通知するための手
順が必要となり、波長切替の応答が遅くなる課題がある。さらに、波長切替の通知から波
長切替完了まで過渡状態に、当該ＯＮＵが通知される波長以外の波長の上り光信号を送信
することで、他のＯＮＵの通信を妨害する危険性があるという課題もある。
【０００８】
　上述の（３）の手段は、ＯＬＴからＯＮＵに対して使用する光を供給するため、ＯＮＵ
が使用する波長を通知する必要が無く、波長切替の応答は概ね伝送路の伝播遅延程度であ
る。このため、上述の（１）及び（２）が有する、波長切替の応答が遅い課題も、上述の
過渡状態で他のＯＮＵの通信を妨害する課題もない。しかし、既設のＰＯＮと同様の光ア
クセス分配網（ＯＤＮ：Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）
を使用する場合、供給する光の反射による影響が無視できない。これは、例えばＯＮＵ毎
に異なる波長を割り振り、パワースプリッタの代りに波長スプリッタをＯＤＮに用いる波
長スプリッタ型ＷＤＭ－ＰＯＮにおいても提起されている（例えば、非特許文献３を参照
。）。
【０００９】
　非特許文献３に示される波長スプリッタ型ＷＤＭ－ＰＯＮでは、それぞれＯＮＵ自体の
光反射のみしか考慮しなくてよいが、部分的にでも波長選択性のないパワースプリッタに
複数のＯＮＵを接続しうるＯＤＮに用いる場合は、反射の影響が大きくなる。既設の３２
分岐のＯＤＮを例にとって説明する。ＰＯＮでは、加入者の加入脱退に伴い、同一のＯＤ
Ｎに接続するＯＮＵの数は変動する。３２分岐のＯＤＮの場合、ＯＮＵの最大接続数は３
２であり、最少接続数は１である。スプリッタの分岐損のみを考慮すると、下り供給光は
、スプリッタから各ＯＮＵに接続するポートで－１５ｄＢとなる。運用上、ＯＮＵの接続
のないスプリッタのポートは、無反射終端器で終端せず、開放していることを考慮すると
、ＯＮＵが未接続で開放端のポートのフレネル反射は、空気との屈折率差から－１４ｄＢ
である。従って、スプリッタの最少接続数１の場合、３１ポートから反射があるため、ス
プリッタのＯＬＴ側での下り供給光の反射は、（－１５）×２＋（－１４）＋（＋１５）
となり、元々の下り供給光から－２９ｄＢとなる。ＯＮＵが無損失で、下り供給光を変調
して送信した場合、スプリッタのＯＬＴ側の出力は、元々の下り供給光から－３０ｄＢ（
＝（－１５）×２）であるので、上り光信号に対する下り光の反射は、＋１ｄＢとなる。
更に、無終端ポートが距離零であり、ＯＮＵの距離が２０ｋｍ、光ファイバの伝播損失０
．５ｄＢ／ｋｍとすると、往復で２０ｄＢの損失となる。例えば、下り供給光の反射によ
るパワーペナルティを０．１ｄＢを確保しようとすると、パワークロストークは－１６ｄ
Ｂに抑えなければならない。パワークロストークは－１６ｄＢを実現するためには、ＯＮ
Ｕにおいて下り光を（＋１ｄＢ）＋（２０ｄＢ）＋（１６ｄＢ）＝３７ｄＢ増幅する必要
がある。ここで、光サーキュレータ等によりＯＮＵ内部で１０ｄＢの損失があるとすると
、４７ｄＢの増幅が必要となる。更に、ＯＬＴで受信する光信号強度が１０ＧにおけるＰ
ＩＮ－ＰＤの最小受光感度－２７ｄＢｍ以上とすると、各ＯＮＵに配置する増幅器の飽和
出力は、＋８ｄＢｍ（＝－２７＋１０＋１５＋１０）以上が必要となる。
【００１０】
　しかしながら、このような飽和出力が高く高増幅率の増幅器をＯＮＵへ実装することは
経済的なネットワークを構成する観点から困難である。すなわち、上述（３）の手段は、
特に複数のＯＮＵからの上り信号を波長選択性のない受動素子で集線するネットワークに
おいて、ＯＬＴが供給する光の反射による影響が無視できないという課題がある。
【００１１】
　そこで、本発明は、前記課題を解決するため、ＯＬＴから供給される供給光を上り光信
号に利用する光アクセスネットワークにおいて、飽和出力が高く高増幅率の増幅器を用い
ることなく、供給光の反射の影響を回避できるＯＬＴ、ＯＮＵ、光通信システム、及び光
通信方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【００１２】
　上記目的を達成するために、本発明に係るＯＬＴは、光伝送路を介してＯＮＵとの間で
光信号を送受する局側光送受信回路と、前記ＯＮＵへ上り光信号用の供給光を供給する光
源と、前記光源の発光が継続する時間と前記ＯＮＵが上り信号光を継続して送信しうる時
間、前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反
射点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間、及び　前記光伝送路における、最遠方
の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射点での前記供給光の往復伝搬時間
との差の時間又は該供給光が最遠方の前記ＯＮＵに到達して上り光信号として戻ってくる
往復伝搬時間と該供給光が最近傍のＯＮＵに到達して上り光信号として戻ってくる往復伝
搬時間との差の時間、を加算した時間間隔以上で前記供給光を前記光源に出力させる局側
制御回路と、を備える。
【００１３】
　上記目的を達成するために、本発明に係るＯＮＵは、光伝送路を介してＯＬＴとの間で
光信号を送受する際に、前記ＯＬＴの光源が供給する供給光を利用して上り光信号を前記
ＯＬＴへ送信する加入者側光送受信回路と、前記供給光を受けたとき前記加入者側光送受
信回路に対して、前記伝送路の反射点で反射された前記供給光が前記ＯＬＴの局側光送受
信回路に到達する以外の時間に、前記上り光信号が前記局側光送受信回路に到達するよう
に、前記上り光信号を送信させる加入者側制御回路と、を備える。
【００１４】
　また、前記ＯＮＵの前記加入者側制御回路は、前記光源の発光が継続する時間、及び前
記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射点で
の前記供給光の往復伝搬時間との差の時間又は最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬
時間と該供給光が最近傍の前記加入者側光送受信回路に到達して上り光信号として戻って
くる往復伝搬時間との差の時間、を加算した時間の後に上り光信号を送信させることを特
徴とする。
【００１５】
　本発明に係る光通信システムは、光伝送路に接続される前記ＯＬＴと、前記ＯＬＴに対
向して光伝送路に接続される複数の前記ＯＮＵと、を備える。
【００１６】
　本発明に係る光通信方法は、光伝送路を介してＯＬＴとＯＮＵとの間で光信号を送受す
る光通信システムの光通信方法であって、前記ＯＬＴが、前記加入射側装置へ上り光信号
用の供給光を供給する際に、前記光源の発光が継続する時間と前記ＯＮＵが上り信号光を
継続して送信しうる時間、前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復
伝搬時間と最近傍の反射点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間、及び　前記光伝
送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時間と最近傍の反射点での前記
供給光の往復伝搬時間との差の時間又は該供給光が最遠方の前記ＯＮＵに到達して上り光
信号として戻ってくる往復伝搬時間と該供給光が最近傍のＯＮＵに到達して上り光信号と
して戻ってくる往復伝搬時間との差の時間、を加算した時間間隔以上で前記ＯＮＵへ上り
光信号用の供給光を供給することを特徴とする。
【００１７】
　前記光通信方法は、前記ＯＮＵが前記上り光信号を送信する際に、前記伝送路の反射点
で反射された前記供給光が前記ＯＬＴの局側光送受信回路に到達する以外の時間に、前記
上り光信号が前記局側光送受信回路に到達するように、前記上り光信号を送信することを
特徴とする。
【００１８】
　前記光通信方法は、前記ＯＮＵが前記上り光信号を送信する際に、前記光源の発光が継
続する時間、及び　前記光伝送路における、最遠方の反射点での前記供給光の往復伝搬時
間と最近傍の反射点での前記供給光の往復伝搬時間との差の時間又は最遠方の反射点での
前記供給光の往復伝搬時間と該供給光が最近傍の前記加入者側光送受信回路に到達して上
り光信号として戻ってくる往復伝搬時間との差の時間、を加算した時間の後に前記上り光
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信号を送信することを特徴とする。
【００１９】
　光アクセスネットワークの開放端等の反射点で反射した供給光がＯＬＴに到着しない時
刻に、ＯＬＴに上り光信号が到着するように送信するため、飽和出力が高く高増幅率の増
幅器が不要である。従って、ＯＬＴから供給される供給光を上り光信号に利用する光アク
セスネットワークにおいて、飽和出力が高く高増幅率の増幅器を用いることなく、供給光
の反射の影響を回避できるＯＬＴ、ＯＮＵ、光通信システム、及び光通信方法を提供する
ことできる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明は、ＯＬＴから供給される供給光を上り光信号に利用する光アクセスネットワー
クにおいて、飽和出力が高く高増幅率の増幅器を用いることなく、供給光の反射の影響を
回避できるＯＬＴ、ＯＮＵ、光通信システム、及び光通信方法を提供することできる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明に係る光通信システムを説明するブロック図である。
【図２】本発明に係る光通信システムを説明するブロック図である。
【図３】本発明に係る光通信システムを説明するブロック図である。
【図４】本発明に係る光通信システムを説明するブロック図である。
【図５】本発明に係る光通信システムの光送信機を説明するブロック図である。（Ａ）は
、サーキュレータを用いてループを組み、光フィルタを遅延器の前段に配置した例である
。（Ｂ）は、サーキュレータを用いてループを組み、光フィルタを遅延器の後段に配置し
た例である。（Ｃ）は、サーキュレータを用いてループを組み、光フィルタを増幅器の後
段に配置した例である。（Ｄ）は、サーキュレータを用いてループを組み、光フィルタを
変調器の後段に配置した例である。（Ａ’）は、反射板を用いた反射型であり、光フィル
タを反射板と変調器との間に配置した例である。（Ｂ’）は、反射板を用いた反射型であ
り、光フィルタを変調器と増幅器との間に配置した例である。（Ｃ’）は、反射板を用い
た反射型であり、光フィルタを増幅器と遅延器との間に配置した例である。（Ｄ’）は、
反射板を用いた反射型であり、光フィルタを遅延器のＯＬＴ側に配置した例である。
【図６】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図７】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図８】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図９】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１０】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１１】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１２】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１３】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１４】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１５】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１６】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１７】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１８】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図１９】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図２０】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図２１】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図２２】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図２３】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図２４】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【図２５】本発明に係る光通信方法を説明するタイミングチャートである。
【発明を実施するための形態】
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【００２２】
　添付の図面を参照して本発明の実施形態を説明する。以下に説明する実施形態は本発明
の実施例であり、本発明は、以下の実施形態に制限されるものではない。なお、本明細書
及び図面において符号が同じ構成要素は、相互に同一のものを示すものとする。
【００２３】
（実施形態１）
　図１は、実施形態１の光通信システム３０１を説明する概念図である。光通信システム
３０１は、ＯＮＵ１００、ＯＬＴ２００、光伝送路５０を備える光アクセスネットワーク
である。
【００２４】
　光通信システム３０１が備える光アクセスネットワークは、例えば、ＯＮＵ１００、Ｏ
ＮＵ１０１、ＯＮＵ１０３、ＯＮＵ１２０、ＯＮＵ１２１，とＯＬＴ２００とを光伝送路
５０であるＯＤＮで接続し、時間領域及び複数の波長領域を共用して光信号を送受信する
ＰＯＮである。
【００２５】
　光伝送路５０は、ＯＬＴ２００からのＯＮＵへの供給光と信号光を分波してＯＮＵに結
合し、各ＯＮＵからの上り光信号を合波してＯＬＴ２００へ結合する。
【００２６】
　ＯＬＴ２００は、ＯＮＵと波長分割多重で光信号を送受する局側光送受信回路と、ＯＮ
Ｕへ上り光信号用の供給光を供給する光源２２と、光源２２の出力の断続とＯＮＵに対す
る送信許可を制御する制御器（不図示）と、光源２２及び光受信機２０を光伝送路５０に
接続する光合分岐器を備える。光合分岐器は光サーキュレータ２３であることが望ましい
。
【００２７】
　ＯＬＴ２００は局側光送受信回路の一部として光受信機２０を持つ。図１では、局側光
送受信回路の光送信機を省略している。光受信機２０は、光伝送路５０からの光を波長ご
とに分波して分波光信号を出力するための光合分波器２５と、光合分波器２５からの分波
光信号をそれぞれ受光して電気信号として出力する複数の受光器（２７、２８）と、を有
する。光合分波器２５は、例えば、波長フィルタ等を適用することができる。受光器（２
７、２８）は、例えば、フォトダイオードを使用することができる。
【００２８】
　ここで、上り光信号が同時に同一波長として受信する波長で到着すると受信できなくな
るので、制御器は、ＯＮＵごとの当該波長における伝達時間の差を考慮して各波長の受光
器で重ならないように送信許可する。具体的には、各ＯＮＵは、２波長（λ１、λ２）に
対してそれぞれ時間を違えて互いに時間的に重ならないように時分割多重で光信号を出力
する。例えば、制御器が、各ＯＮＵに対して、時分割多重で当該光送信機における送出時
間を違えて、波長λ１及び波長λ２の帯域を送信許可として割り当ててもよい。
【００２９】
　光源２２は、制御回路の制御の下、波長制御された供給光を所定の周期で断続的に生成
し、光伝送路５０を経由して各ＯＮＵへ供給する。
【００３０】
　ＯＮＵの一つであるＯＮＵ１００について説明する。ＯＮＵ１００は、ＯＬＴ２００と
波長分割多重で光信号を送受する際に、ＯＬＴ２００から供給される供給光を利用して上
り光信号をＯＬＴ２００へ送信する加入者側光送受信回路と、加入者側光送受信回路に対
して、供給光の反射光が到着しない時間に、上り光信号が光受信器２０に到達するように
上り光信号を送信させる加入者側制御回路（不図示）と、を備える。
【００３１】
　ＯＮＵ１００は加入者側光送受信回路の一部として光送信機１０を持つ。光送信機１０
と光受信機２０とは光伝送路５０で接続される。図１では、加入者側光送受信回路の光受
信機を省略している。
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【００３２】
　光送信機１０は供給光で割り当てられた波長の上り光信号を出力する。また、割り当て
られる波長は、ＯＮＵ１００に予め設定しておいてもよいが、ＯＬＴ２００からの下り光
信号で指定してもよい。
【００３３】
　光送信機１０は、遅延器１１、増幅器１２、変調器１３及びサーキュレータ１４を有す
る。遅延器１１は、供給光を受けてから所定時間経過後に増幅器１２へ供給光を出力する
。遅延器１１は例えば、光ファイバや可変遅延器等を使用することができる。波長毎に伝
搬遅延の異なる遅延器であってもよい。増幅器１２は、供給光を増幅して変調器１３へ出
力する。変調器１３は、送信するデータに従って、増幅した供給光を変調して上り光信号
を生成する。サーキュレータ１４は、変調器１３が生成した上り光信号を光伝送路５０に
結合する。例えば、加入者側制御回路は、供給光を受けたとき、上述の所定時間経過後に
上り光信号がサーキュレータ１４から出力されるように遅延器１１を制御する。
【００３４】
　ここで、遅延器１１が供給光を遅延させる所定時間について説明する。所定時間とは、
光受信機２０において上り光信号が同一波長の供給光の反射光の到着しない時間に到着す
るような時間である。反射時間には、供給光及び反射光の波長分散等を考慮することが望
ましい。また、所定時間には波長分散等による伝搬時間差を考慮することが望ましい。伝
搬時間差を考慮して補償するには例えば、伝送路と逆分散の遅延器を用いることができる
。所定時間は、各ＯＮＵに予め設定しておくこともできる。また、ＯＮＵの増設や撤去、
又は光伝送路５０の改修により反射時間が変化したときに、各ＯＮＵに再設定することも
できる。
【００３５】
　光通信システム３０１は、ＯＮＵ１００及びＯＬＴ２００を備えることで以下の通信方
法を行うことができる。本通信方法は、光伝送路５０を介して接続されたＯＬＴ２００と
ＯＮＵ１００との間で光信号を伝搬する際に、ＯＬＴ２００が供給した供給光を利用して
ＯＮＵ１００が上り光信号を送信する光通信システムの光通信方法であって、供給光を所
定の時間以上の間隔でＯＬＴ２００が供給光を供給し、供給光が光伝送路５０の反射点で
反射した反射光がＯＬＴ２００に到達しない時間に上り光信号がＯＬＴ２００の局側光送
受信回路に到達するように上り光信号を当該波長の送信許可を受けたＯＮＵが送信する。
【００３６】
　図６～２５は、供給光、反射光及び光信号のタイミングを説明するタイムチャートであ
る。図６～１１は、全ＯＮＵでの遅延器による遅延時間が同一で設定している場合であり
、図１２～２５はＯＮＵを接続していない開放端以外からの反射は無視できて、開放端の
距離に応じて遅延時間を変更する場合である。図６～１１では、ＯＮＵの接続端のいずれ
も反射点となるとして、その反射が到着しうる時間は上り信号光を受信しないガードタイ
ムとし、どの接続端にＯＮＵを接続してもＯＬＴに到着する上り信号光がガードタイムに
入らないようにしている。図では代表として、反射光としては最遠方と最近傍のみを、上
り信号光としてはそれ以外の二つのＯＮＵからのみとして示している。図１２～１８は、
反射点（ここでは開放端）が最近傍と最遠方の二つのみで、それ以外の二つのＯＮＵが通
信中で反射が無視できる場合である。図１９～２５は、反射点（ここでは開放端）が最近
傍と最遠方以外の二つのみで、最近傍と最遠方の二つのＯＮＵが通信中で反射が無視でき
る場合である。
【００３７】
　図で用いる符号は以下を意味する。
・継続時間　Ｔｓ：供給光を継続的に出力する時間
・送信可能時間Ｔｔ：送信許可があれば上り信号光を送信可能な時間。ＯＮＵ内で分岐合
流等を行い供給光の継続する時間を長延化しない場合、供給光を継続的に受けている時間
Ｔｓに等しい。（図では等しいとして、Ｔｔの部分もＴｓとして示している）
・最小反射時間　Ｌｓ：ＯＬＴから最近傍の反射点までの往復伝搬時間
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・最大反射時間　Ｌｂ：ＯＬＴから最遠方の反射端までの往復伝搬時間
・最小ＲＴＴ　Ｌｓ’：ＯＬＴから最近傍の通信中のＯＮＵまでの往復伝搬時間（図６～
１１では、最小反射時間に等しい）
・最大ＲＴＴ　Ｌｂ’：ＯＬＴから最遠方のＯＮＵまでの往復伝搬時間（図６～１１では
、最大反射時間に等しい）
・ガードタイムＴｇ：最近傍の反射点～最遠方の反射点で反射光がＯＬＴのそれぞれの波
長の受光器に入射しうる時間。遅延時間が全ＯＮＵで同一の場合、（継続時間）＋（最大
と最小の反射時間の差）
　Ｔｇ＝Ｔｓ＋Ｌｂ－Ｌｓ
・受信時間Ｔｒ：当該波長の供給光の反射光が戻ってこない時間であり、上り光受信信号
を受信する時間。所定の波長に対する遅延器の遅延量が全ＯＮＵ同一である場合、最大の
時間は継続時間＋最大と最小のＲＴＴの差である。
　　Ｔｒ＝Ｔｔ＋Ｌｂ’－Ｌｓ’＝（Ｔｓ＋Ｌｂ＋Ｔｔ＋Ｌｂ’－Ｌｓ’）－（Ｔｓ＋Ｌ
ｂ）
　なお、実効的な受信時間Ｔｒは、上り送信すべきデータ量が十分にある場合でも、不適
切な送信許可を行うと減少する。例えば、遅延時間が全ＯＮＵで同一の場合、（供給光の
継続時間）＋（最大と最小の反射時間の差）であるが、（供給光の継続時間）－（最大と
最小のＲＴＴの差）となる場合がある。これは、受信可能時間の早い時刻で遠方のＯＮＵ
に許可し、受信時間の遅い時刻で近傍のＯＮＵに許可をする場合に発生する。従って、な
るべく受信可能時間の早い時刻に近傍のＯＮＵに、遅い時刻に遠方のＯＮＵに送信許可す
ることが望ましい。
・遅延量　Ｄ：ＯＮＵ内の所定の波長に対する遅延器の遅延量。遅延量は波長毎に異なる
としてもよいし、同一であってもよい。
　Ｄ＝Ｔｓ＋Ｌｂ－Ｌｓ’　
・出力間隔　Ｃｓ：継続時間に最遠方の反射点から最近傍の反射点までの往復伝搬時間の
差を加えたものに、送信可能時間に最遠方のＯＮＵから最近傍のＯＮＵまでの往復伝搬時
間の差を加えたもの以上の時間間隔。
　Ｃｓ≧Ｔｓ＋Ｌｂ－Ｌｓ＋Ｔｔ＋Ｌｂ’－Ｌｓ’　（図では等号の場合を示す）
【００３８】
　図６～２５に示すように、ＯＮＵ１００は上り光信号の送信を所定時間遅延させるため
、上り光信号と反射光とは同時に光受信機２０に到着しない。このため、増幅器１２が供
給光を増幅する増幅率は伝送路損失を補償する程度でよい。
【００３９】
　なお、図６～２５では全ＯＮＵの遅延器の遅延量は同一としたが、ＯＮＵ毎に変えてよ
い。このとき上り光信号の帯域利用効率が向上する。例えば、図１４であれば、ＯＮＵ１
００とＯＮＵ１０３の送信可能時間がＯＬＴ側で重なるため、両方のＯＮＵはその送信可
能時間を全て使えない（図１４ではＯＮＵ１０３は送信可能時間の全てで上り光信号を送
信していない）。この構成では、ガードタイム中でＯＮＵ１０２とＯＮＵ１０１の反射が
ＯＬＴに到着する時間の間に反射光が到着しない時間がある。この時間に、例えばＯＮＵ
１０３の遅延時間をＯＮＵ１００と違えて、ＯＮＵ１０３の信号光がＯＬＴに到着するよ
うにすればよい。この場合、実効的なガードタイムが減少するため、利用効率が向上する
。
【００４０】
　更にこの場合、伝搬遅延が大きく異なるものの遅延時間を変えて、ガードタイム内で到
着するようにすると、実効的な最大ＲＴＴ　Ｌｂ‘が小さくなるか又は最小ＲＴＴ　Ｌｓ
’が大きくなるので、受信時間Ｔｒと出力間隔Ｃｓをその実効的なＲＴＴの差の削減分に
応じて削減できる。
【００４１】
　なお、供給光はＯＮＵで遅延器１１、増幅器１２、変調器１３の順に処理されるとした
が、その順番は相互に入れ替わってもよい。また、増倍率可変で、送信するデータに応じ
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た速度で増倍率が可変な増幅器を用いる場合は、増幅器と変調器は兼ねてもよい。更に、
サーキュレータ－遅延器－増幅器－変調器－サーキュレータとループを組んでいるが反射
型としてもよい。例えば変調器をかねた反射型ＳＯＡ（ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　ｏ
ｐｔｉｃａｌ　ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）を増幅器として用いて、供給光が遅延器を経て増幅
器に入り、増幅器で増幅変調されて遅延器を経て上り光信号として出力してもよい。なお
、遅延器を往復で通過する場合は、その往復の遅延量が設定する遅延量となる。例えば、
往復で片道の倍の遅延量となる場合、遅延量はループの構成の場合の半分となる。また、
増幅器は単一ではなく複数用いてもよい。例えば、ＳＯＡ、ＥＡ（Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ａｂ
ｓｏｒｐｔｉｏｎ）変調器、ＳＯＡのように接続してもよい。
【００４２】
　また、波長の割り当ては、光伝送路５０又はＯＮＵに割り当てられた波長の供給光又は
上り信号光の少なくとも一方を選択的に透過する光フィルタ等を設置することで行っても
よい。図１は、光フィルタ１５をＯＮＵに設置した場合の光通信システム３０１である。
図２～４は、光フィルタを光伝送路５０に設置した場合の光通信システム３０１である。
図２は、波長選択性のない光スプリッタ５５で集線したＯＮＵからの上り信号を更に波長
スプリッタ５７で集線する場合である。図３は、波長スプリッタ５７で集線したＯＮＵか
らの上り信号を更に波長選択性のない光スプリッタ５５で集線する場合である。図２や図
３のように光伝送路等に波長を選択する機構を設ける場合は、ＯＮＵに光フィルタ１５を
設置しない運用も可能である。また、図４のように、光スプリッタ５５のＯＮＵ側の光伝
送路５０に光フィルタ１５を配置してもよい。
【００４３】
　図５は、ＯＮＵに光フィルタ１５を設置する場合の具体例である。図５（Ａ）～（Ｄ）
がサーキュレータ１４を用いてループを組む例であり、図５（Ａ’）～（Ｄ’）が反射板
１６を用いた反射型の例である。図５（Ａ）に示すように供給光側に光フィルタ等を設置
してもよいし、図５（Ｄ）のように上り信号側に光フィルタ等を設置してもよい。図５（
Ａ）から（Ｄ’）に示すように、光フィルタ１５は何れの箇所に配置してもよい。なお、
（Ｃ）（Ｃ’）（Ｄ）（Ｄ’）のように光フィルタ１５を上り信号光の増幅器の出力側（
ＯＬＴ側）に設置することで、増幅器１２の自然放出光（Ａｍｐｌｉｆｉｅｄ　Ｓｐｏｎ
ｔａｎｅｏｕｓ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ）雑音を軽減できる効果がある。また、光フィルタ１
５を用いず、増幅器１２、変調器１３又は遅延器１１に波長選択性を持たせてもよい。選
択する波長はＯＮＵ毎に固定であってもよいし、可変であってもよい。
【００４４】
　また、光伝送路５０とＯＮＵに波長を選択的に透過する光フィルタ等を設置しない運用
も可能である。例えば、供給光がＯＮＵに到着する時刻を波長毎に違えて、当該ＯＮＵに
利用可能な時間のみを指定することで、結果的に波長を割り当てることが可能である。ま
た、波長毎に遅延時間を違えて、当該ＯＮＵで通信に使用しない波長がＯＬＴに到着する
時刻を当該波長の供給光の反射光がＯＬＴに戻る時刻として、ＯＬＴ側で受信しなくても
よい。波長毎に遅延時間を違えるためには、例えば、波長スプリッタで分波した後にそれ
ぞれ遅延を与えて合波する。または波長毎の伝搬遅延差が大きな分散媒質を伝搬すること
で遅延を与えるとしてもよい。
【００４５】
　以上説明したように、光通信システム３０１は、複数の加入者側装置と一つの局側装置
間で時間領域及び複数の波長領域を共用し、受動光分岐回路を利用して信号光を送受信す
る光通信システムにおいて、ＯＮＵ１００はＯＬＴ２００から受け取った供給光を、反射
光がある時間は、上り光信号として出力するのを抑止し、反射光がない時間に、上り信号
として出力する。このため、反射光がある場合に必要となる高増幅率の増幅器を用いるこ
となく、反射光の影響を受けることなく通信することができる。
【００４６】
（他の実施形態）
　なお、以上説明した実施態様は、本発明の一態様を示したものであって、本発明は、前
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記した実施形態に限定されるものではなく、本発明の構成を備え、目的及び効果を達成で
きる範囲内での変形や改良が、本発明の内容に含まれるものであることはいうまでもない
。また、本発明を実施する際における具体的な構造及び形状等は、本発明の目的及び効果
を達成できる範囲内において、他の構造や形状等としても問題はない。本発明は前記した
各実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる範囲での変形や改良は
、本発明に含まれるものである。
【００４７】
　例えば、光通信システム３０１は、４つのＯＮＵと１つ及び２つの波長で説明したが、
光送信機の数が増減してもよいし、波長の数も２以上であってよい。また、光通信システ
ム３０１は１つの光受信機２０が光信号を受信しているが、光受信機は複数とすることも
できる。さらに、光通信システム３０１は、ＯＮＵが光受信機も備え、ＯＬＴが光送信機
も備えており、双方向通信のシステムであってもよい。
【００４８】
　なお、本光通信システムはＷＤＭ／ＴＤＭ－ＰＯＮへの適用が代表例であるが、ＷＤＭ
／ＴＤＭ－ＰＯＮ以外にも、複数のＯＮＵからの上り信号を波長選択性のない受動素子で
集線するＷＤＭ－ＰＯＮや光スイッチを用いたネットワークにも適用できる。波長選択性
のある素子で集線するＷＤＭ－ＰＯＮ等であっても、波長選択性のある素子の選択する波
長の周回性等で複数のＯＮＵからの上り信号が同一のポートに到着しうる場合も同様であ
る。更に、ＰＯＮ以外のパッシブツリー等にも適用できる。またＯＬＴから供給される供
給光を上り光信号に利用する光通信システムであれば、波長分割多重を適用しない光通信
システムにも適用できる。この場合は、局側装置の光受信機の光合分波器と、一つの受光
器以外の受光器は省略できる。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明は、ＰＯＮに適用される光通信システム関連の技術分野に利用することができる
。
【符号の説明】
【００５０】
１０：光送信機
１１：遅延器
１２：増幅器
１３：変調器
１４：サーキュレータ
１５：光フィルタ
１６：反射板
２０：光受信機
２１：受信回路
２２：光源
２３：サーキュレータ
２５：光合分波器
２７、２８：受光器
３０：後段の装置
５０、５１：光伝送路
５５：光スプリッタ
５７：波長スプリッタ
１００、１０１、１０２、１０３、１２０、１２１：ＯＮＵ
２００：ＯＬＴ
３０１：光通信システム
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